
証券コード 3202
平成26年６月６日

株 主 各 位

東京都中央区日本橋小舟町６番６号

大 東 紡 織 株 式 会 社
取締役社長 国 広 伸 夫

第194回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第194回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットにより議決権を行使
することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月24日
（火曜日）午後５時までに到着するようご返送くださるか、または後記の「インターネ
ットによる議決権行使のご案内」（48頁から49頁）をご参照のうえ、インターネットに
より議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成26年６月25日（水曜日）午前10時

2. 場 所 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目31番１号
　中央区立日本橋公会堂４階ホール
（末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項　 第194期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業
報告、計算書類、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項

議 案 取締役５名選任の件

　 以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。
○株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正をすべき事情が生じ

た場合は、当社ウェブサイト（http：//www.daitobo.co.jp）において、修正後の事項を掲載

させていただきます。
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(提供書面)

事 業 報 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

1. 企業集団の現況
　(1) 当事業年度の事業の状況

　 ① 事業の経過およびその成果

　当期におけるわが国経済は、経済対策や金融政策の効果を背景に、緩やかな

回復を続けました。円安の進展にも支えられた輸出の伸びが後半にやや鈍った

ものの、企業収益や雇用・所得環境の改善傾向が徐々に明確になり個人消費は

堅調に推移しました。さらに、消費税率引き上げを控えた年明け以降は駆け込

み需要の動きも見られました。

　繊維・アパレル業界におきましては、ラグジュアリーブランドを始め比較的

高額の衣料品が回復傾向を示す動きが続き、百貨店中心に、消費税率引き上げ

前の駆け込み需要も相当程度ありました。ただし、一部低価格のヤングカジュ

アル向け衣料品の動きはブランド毎の明暗が出る展開となりました。

　ショッピングセンター業界におきましては、天候不順の影響や一部ヤングカ

ジュアル向け衣料品の緩慢な動きから、百貨店に比べ重たい展開が続きました

が、消費税率引き上げ前の駆け込み需要により３月度には久々に前年同月比で

二桁の伸び率となりました。

　このような事業環境の中で、当社グループは当期(第194期)から「中期経営計

画 Beyond 120th～120周年を超えて未来へ～」をスタートさせ、収益力増強の

ための「成長戦略」と繊維事業の安定的黒字を確保するための「安定化戦略」

への取り組みを進めています。

　繊維・アパレル事業につきましては、「成長戦略」に基づく強化事業への取り

組みに注力し、寝装品部門および円安効果のあった中国子会社で売上高を伸ば

したものの、円安に伴う輸入品の競争激化により提案型ＯＤＭ事業の受注減を

余儀なくされました。また、「安定化戦略」におきましては、紳士服販売子会社

が春夏物の納品が順調に進んだことや消費税率引き上げ前の駆け込み需要もあ

り前期を上回る売上高となったものの、生産管理型ＯＥＭ事業の大口先に対す

る受注減とメンズスーツ事業のスリム化に伴う減収が響き、売上高・営業利益

とも前期を下回る結果となりました。不動産事業につきましては、「成長戦略」

の主力事業育成方針の下、静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田

川」においてテレビＣＭ実施、一部店舗のリニューアルおよび季節毎の効果的

なイベント実施により引き続き集客力向上に努めたことなどが奏功し、売上
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高・営業利益とも前期を上回りました。

この結果、当期の業績は、売上高75億48百万円(前期比7.7％減)と減収となっ

たものの、販売管理費の削減効果もあり営業利益３億77百万円(前期比1.0％増)

の増益となり、さらに有利子負債圧縮効果により支払利息負担が減少し、経常

利益77百万円(前期比46.1％増)の増益となりました。これに、法人税等の税金

負担額を考慮した結果、当期純利益27百万円(前期比81.5％増)と前期比増益か

つ３期連続で当期純損益の黒字を確保しました。

　なお、平成26年２月に平成26年３月期通期業績予想を修正しましたが、最終

損益は税金等の負担により予想を下回ったものの、売上高、営業利益および経

常利益の各段階で修正後の予想を上回る結果となりました。

　配当につきましては、誠に遺憾ではございますが、内部留保を高める観点か

ら見送りとさせていただきたくお願い申し上げます。株主の皆様には深くお詫

び申し上げる次第でございます。

　 事業別の状況は、次のとおりであります。

　 繊維・アパレル事業

　衣料部門につきましては、メンズ衣料は紳士服販売子会社が春夏物スーツの

納品が順調に進んだことや消費税率引き上げ前の駆け込み需要もあり前期を上

回る売上高となったものの、採算の低下しているメンズスーツ事業のスリム化

に伴う減収が響き、売上高は前期を下回りました。レディス衣料は円安に伴う

輸入品の価格競争激化により提案型ＯＤＭ事業および生産管理型ＯＥＭ事業に

おいて一部大口先に対する受注が減少したことなどの結果、売上高は前期を下

回りました。

　ユニフォーム部門につきましては、官需・民需とも価格競争を背景に入札案

件の落札状況が不調であったため、売上高は前期を下回りました。

　一方、寝装品部門につきましては、当社独自素材であるＥウールを活用した

寝装品など健康医療関連商材が好調に推移した結果、売上高は前期を上回りま

した。

　この結果、繊維・アパレル事業の売上高は51億58百万円(前期比11.4％減)、

営業損失１億16百万円(前期は営業損失95百万円)となりました。

　 不動産事業

　不動産事業につきましては、静岡県下有数の商業施設である「サントムーン

柿田川」の順調な集客力を背景に、消費税率引き上げ前の駆け込み需要の効果

もあり、売上高は前期を上回りました。

　この結果、不動産事業の売上高は23億90百万円(前期比1.3％増)となり、さら

に減価償却費の減少もあり営業利益９億14百万円(前期比7.7％増)となりまし

た。
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　 事業別の売上高は次のとおりであります。

事 業 区 分 売 上 高 前 期 比 構 成 比

繊 維 ・ ア パ レ ル 事 業 5,158百万円 △662百万円 68.3％

不 動 産 事 業 2,390百万円 31百万円 31.7％

合 計 7,548百万円 △630百万円 100.0％

　 ② 設備投資の状況

　 当期中に特記すべき設備投資は行っておりません。

　 ③ 資金調達の状況

当期中に特記すべき資金調達は行っておりません。

　(2) 対処すべき課題

今後のわが国経済の動向につきましては、消費税率引き上げ後しばらくは消費の

落ち込みが予想されますが、雇用・所得環境の改善に支えられ夏以降徐々に持ち直

すことが見込まれており、政府の経済対策や日銀の金融政策の効果も続くことから、

基調的には緩やかな回復が続くとみられています。ただし、欧州債務問題や米国経

済の動向など、海外経済の動向には引き続き注視が必要な状況と考えられます。

当社グループは、平成22年３月期（第190期）において、紳士服販売子会社の不振

が損益面に強く影響を与えたことなどにより、営業損失２億69百万円（第189期営業

損失21百万円）、当期純損失11億65百万円（第189期当期純損失10億２百万円）と連

続して営業損失および当期純損失を計上するとともに、商業施設「サントムーン柿

田川」第２期および第３期開発資金などにより有利子負債額が平成22年３月期末

（第190期末）110億２百万円（第189期末は107億４百万円）と高水準になっておりま

した。当該状況の改善は進んでおりますものの、その解消には至っておらず、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

この状況に対処すべく、当社グループは、「スリム化を進め、利益率の高い企業体

質へ転換する」ことを企図し、平成23年３月期（第191期）から平成25年３月期（第

193期）までの３年間にわたり「中期経営計画２０１０～ＫＡＩＫＡＫＵ～」に基づ

く諸施策への取り組みを進め、計画の柱である「事業構造の改革」と「コスト構造

の改革」をほぼ計画通り達成しました。また、損益面では２期連続で当期純利益を

確保するとともに、財務面では「有利子負債の圧縮」について計画を上回る水準で

の圧縮を行うなど、損益面・財務面で改善を行いました。
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さらに、当期(第194期)からは、新たに「中期経営計画 Beyond 120th～120周年を

超えて未来へ～」をスタートさせ、従来の構造改革路線から成長路線へ踏み出すこ

とを基本的な考え方とし、特に最終年度の平成28年３月期(第196期)には当社創立

120周年の節目を迎えることを機に、当社グループの永続的発展の基盤作りに取り組

む方針としています。

　具体的には、当社グループとして以下の項目に重点的に取り組んでいく所存であ

ります。

　対処すべき課題の一つ目は、「成長戦略」への取り組みにより収益力の増強を目指

すことであります。そのため、不動産事業のうち静岡県下有数の商業施設である

「サントムーン柿田川」を中心とする商業施設事業で培ったノウハウを活かしてプロ

パティマネジメント業務の新たな展開を図ることで不動産事業を「主力事業」に育

成します。また「強化事業」として、繊維事業のうち従来注力してきた提案型ＯＥ

Ｍ事業の中から素材・デザイン提案型ＯＥＭ事業とニット企画提案型ＯＥＭ事業、

さらに当社が販売基盤を持ち、かつ市場の拡大が見込まれる健康医療関連事業およ

び中国関連事業の４つの事業に経営資源をシフトし取組みを強化する方針でありま

す。特に、健康医療関連事業につきましては今後の成長性が高いと判断し、当期に

おいて子会社の大東紡寝装株式会社を吸収合併のうえ新たにヘルスケア事業本部を

設立し、事業の強化を加速させることとしています。

対処すべき課題の二つ目は、「安定化戦略」に基づき、繊維事業の安定的黒字化を

目指すことであります。そのため、繊維事業のうちユニフォーム事業、生産管理型

ＯＥＭ事業および一般寝装品事業の３つの事業を「基盤事業」に位置付け、安定的

な受注の獲得に注力し確実に収益を確保するとともに、採算の低下しているメンズ

スーツ事業については「スリム化事業」に位置付け、一段のスリム化により業績を

安定化させる方針であります。

以上二つの課題に掲げた戦略を推進し、当社グループの損益構造の基盤を固める

とともに、繊維事業部門における連結営業損益の早期黒字化を図ります。併せて、

平成27年３月期（第195期）においては、引き続き最終黒字を確保するとともに、余

剰営業資金により「有利子負債の圧縮」を進める計画であります。

対処すべき課題の三つ目は、「リスク管理の強化」であります。特に、内部管理強

化委員会を軸にトラブルクレームの撲滅に努めるとともに、与信管理および為替変

動に関するリスクマネジメントの向上に取り組みます。

対処すべき課題の四つ目は、「プロ人材の育成・活用」であります。高度なスキル

を有する人材の育成を進めるとともに、社内外におけるプロ人材の力量を発揮でき

るステージを用意し、最大限活用いたします。また、取締役会の監督機能の強化と

業務執行責任の明確化を図るとともに、当社グループの将来を担う若手経営者候補

を育成する観点から、平成25年７月に執行役員制度を導入し、経営体制の強化に取

り組んでいます。
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以上により、当社グループは、「中期経営計画 Beyond 120th～120周年を超えて未

来へ～」を遂行し、永続的な事業基盤を構築するとともに、120周年を超えて未来を

託せる人材育成に取り組み、当社グループ社員の総力を結集して新たなステージで

の成長に取り組む所存でございますので、株主の皆様には一層のご支援・ご鞭撻を

賜りますようお願い申し上げます。

　(3) 直前３事業年度の財産および損益の状況

区 分
第 191 期

(平成23年３月期)
第 192期

(平成24年３月期)
第 193 期

(平成25年３月期)

第 194 期
(平成26年３月期)

(当期)

売 上 高 (百万円) 8,329 8,101 8,179 7,548

営 業 利 益 (百万円) 325 388 373 377

経 常 利 益 (百万円)
△50 56 53 77

( ま た は 経 常 損 失 △ )

当 期 純 利 益 (百万円)
△26 31 15 27

( ま た は 当 期 純 損 失 △ )

１株当たり当期純利益 　(円)
△0.90 1.05 0.51 0.93

(または１株当たり当期純損失△)

総 資 産 (百万円) 22,590 22,764 22,054 20,778

純 資 産 (百万円) 4,212 4,636 4,790 4,429

１株当たり 純 資 産 額 　(円) 126.79 141.08 144.57 147.98

有 利 子 負 債 額 (百万円) 10,526 10,291 9,723 9,324

　(4) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

事 業 内 容 主 要 製 品 ・ サ ー ビ ス

繊維・アパレル事業 アパレル製品（衣料品、ユニフォーム）・寝装品等の製造・販売

不 動 産 事 業 不動産賃貸、商業施設の運営・管理
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　(5) 重要な親会社および子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 当社の該当する親会社はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

大東紡エステート株式会社 30百万円 100.0％ 商業施設の運営・管理

株式会社ロッキンガムペンタ 10百万円 100.0％ 衣 料 品 販 売

新 潟 大 東 紡 株 式 会 社 10百万円 100.0％ 寝 装 品 製 造 ・ 販 売

上海大東紡織貿易有限公司 45万米ドル 100.0％ 衣 料 品 販 売

（注） 1．平成25年12月に寧波杉京服飾有限公司は持分法適用会社になりました。
2．平成26年２月に大東紡寝装株式会社は当社を存続会社とする吸収合併により解散しており

ます。

　(6) 主要な事業所（平成26年３月31日現在）

区 分 所 在 地

当 社 東京都中央区

大 東 紡 エ ス テ ー ト 株 式 会 社 静岡県駿東郡清水町

株 式 会 社 ロ ッ キ ン ガ ム ペ ン タ 東京都中央区

新 潟 大 東 紡 株 式 会 社 新潟県十日町市

上 海 大 東 紡 織 貿 易 有 限 公 司 中国上海市
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　(7) 従業員の状況（平成26年３月31日現在）

　 ① 企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

繊 維 ・ ア パ レ ル 事 業 54（445）名 △2（△118）名

不 動 産 事 業 30 （ 0）名 △2 （ 0）名

全 社 ( 共 通 ) 21 （ 2）名 ＋4 （ ＋1）名

合 計 105（447）名 ±0（△117）名

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

51（11）名 +5（△3）名 41.3歳 12.7年

(注) 1. 従業員数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

2. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部
門に所属しているものであります。

　(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,293百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,927

株 式 会 社 静 岡 銀 行 1,843

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 720

株 式 会 社 清 水 銀 行 522

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 450

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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2. 会社の現況
　(1) 株式の状況（平成26年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 96,000,000株

② 発行済株式の総数 30,000,000株

③ 株主数 5,127名

　 ④ 大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,478千株 4.93％

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,261 4.21

小 泉 芳 夫 620 2.07

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 610 2.03

株 式 会 社 デ ベ ロ ッ パ ー 三 信 550 1.83

高 岡 浩 司 515 1.72

肥 田 篤 422 1.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 351 1.17

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口3） 325 1.08

松 井 証 券 株 式 会 社 322 1.07

　(注) 持株比率は自己株式（65,612株）を控除して計算しております。

　(2) 新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。
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　(3) 会社役員の状況

　 ① 取締役および監査役の状況（平成26年３月31日現在）

地 位 氏 名 執行役員地位、担当および重要な兼職の状況

※ 取 締 役 社 長 国 広 伸 夫 上海大東紡織貿易有限公司董事長
寧波杉京服飾有限公司董事長

※ 取 締 役 副 社 長 野 村 利 泰 ヘルスケア事業本部長

取 締 役 山 内 一 裕 専務執行役員 経営戦略担当・内部統制担当
　 経営管理本部長兼人事部長

取 締 役 市 村 明 彦 上席執行役員 アパレルファッション・ユニフォーム
事業本部長兼機能繊維営業部長

取 締 役 小 松 茂 執 行 役 員 アパレルファッション・ユニフォーム
事業本部ＯＤＭ営業部長

常 勤 監 査 役 加久間 雄 二

監 査 役 小 田 一 穂

監 査 役 飯 沼 春 樹 飯沼総合法律事務所 弁護士

　(注) 1. ※は代表取締役であります。
　 2. 平成25年６月25日付で野村利泰氏が大東紡寝装株式会社取締役社長を辞任いたしました。

3. 平成25年６月26日付で野村利泰氏が取締役副社長に就任いたしました。
4. 平成25年６月26日付で小松 茂氏が取締役に就任いたしました。
5. 監査役加久間雄二氏は、長年にわたり当社の経理部門に在籍し、かつ、経理部門の長とし

　 ての経験も豊富であることから、経理・財務に関する高い知見と見識を有するものであり
　 ます。

6. 監査役小田一穂氏および監査役飯沼春樹氏は、社外監査役であります。なお、当社は飯沼
春樹氏を東京証券取引所および名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両
取引所に届け出ております。

7. 当年度中における取締役の異動状況は次のとおりであります。
・取締役副社長野村利泰氏は平成25年６月26日付で営業本部機能繊維営業部長委嘱を解か
れ、平成26年２月１日付でヘルスケア事業本部長を委嘱されました。

・専務取締役山内一裕氏は平成25年６月26日付で経営戦略担当および内部統制担当取締役
に指定され、平成25年７月１日付で取締役専務執行役員に就任いたしました。

・取締役市村明彦氏は平成25年４月１日付で営業本部貿易部長兼務を委嘱され、平成25年
６月26日付で営業本部貿易部長委嘱を解かれ、同日付で営業本部機能繊維営業部長兼務を
委嘱され、平成25年７月１日付で取締役上席執行役員に就任し、平成26年２月１日付で営
業本部長兼機能繊維営業部長委嘱を解かれ、同日付でアパレルファッション・ユニフォー
ム事業本部長兼機能繊維営業部長を委嘱されました。

・取締役小松 茂氏は平成25年６月26日付で営業本部ＯＤＭ営業部長を委嘱され、平成25
年７月１日付で取締役執行役員に就任し、平成26年２月１日付で営業本部ＯＤＭ営業部長
委嘱を解かれ、同日付でアパレルファッション・ユニフォーム事業本部ＯＤＭ営業部長を
委嘱されました。
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　 8. 当社は平成25年７月１日付で執行役員制度を導入いたしました。平成26年３月31日現在の
取締役兼務者を除く執行役員は以下のとおりであります。
　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

執 行 役 員 今 井 康 隆 不動産本部長兼商業施設事業部長兼経営管理本部
財務部長兼グループ統括部長兼貿易部長

執 行 役 員 菊 地 広 明 大東紡エステート株式会社取締役社長

　 ② 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 金 額

取 締 役 5名 38百万円

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

3
( 2)

16
（ 7)

合 計 8 54

　(注) 1. 当期末日における取締役は５名、監査役は３名であります。
2. 取締役の報酬限度額は、昭和57年７月29日開催の第162回定時株主総会において月額６百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
3. 監査役の報酬限度額は、平成５年６月29日開催の第173回定時株主総会において月額３百万

円以内と決議いただいております。
4. 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与18百万円を支給しております。

　 ③ 社外役員に関する事項

　 当事業年度における主な活動状況
　 ・取締役会および監査役会への出席状況

取締役会（17回開催) 監査役会（13回開催)

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 小 田 一 穂 17回 100％ 13回 100％

監 査 役 飯 沼 春 樹 17回 100％ 13回 100％

　 ・取締役会および監査役会における発言状況
各社外監査役は、これまで培ってきた業務経験を生かして、取締役会では
決議事項・報告事項全般について助言・提言を行いました。また、監査役
会では監査の方法その他の監査役の職務の執行について意見の表明を行い
ました。
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　(4) 会計監査人の状況

① 名称 有限責任監査法人トーマツ

　 ② 報酬等の額

金 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

31百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　 ③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、監査役会が、会社法第340条第１項各号に該当すると判断したとき
は、会計監査人を解任する方針です。また、当社監査の適正保持の見地から、
監査役会の意見を受けて再任・不再任の決定を行う方針です。

　(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の

とおりであります。

　 ① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・当社は、行動規範およびコンプライアンス基本規程に基づき、健全な企業風

土を育成・確立し健全な行動規範や職務権限等の整備・運用を推進するもの

とする。

・重要な法務的課題およびコンプライアンスに係る事象については、顧問弁護

士に相談し、必要に応じ外部の専門家を起用し法令定款違反行為を未然に防

止する。また、取締役が他の取締役の法令定款違反を発見した場合は直ちに

監査役および取締役会に報告することを義務づけるなどの体制を整備してい

る。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・当社の情報管理については、情報セキュリティ基本方針を定め、情報セキュ

リティ管理規程に基づき適切かつ確実に保存・管理する。
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　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社は、当社の業務執行に係る個々のリスクの把握と管理については各部門

長による自立的な管理を基本とした体制を整える。

・大地震等発生時には、その損害を最小限に食い止めるため防災危機管理基本

規程に基づき組織的かつ計画的に対応する。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と

して、取締役会規程に基づき、取締役会を原則として月１回開催するほか、

必要に応じて臨時取締役会を開催するものとする。取締役会には、監査役も

必ず出席し、グループ会社の経営を含め、業務上の重要事項について議論を

行い、その審議を経て執行を決定するものとする。

・取締役会の決定に基づく業務執行については、執行役員制度を導入し、監督

機能と業務執行機能を区分して業務執行の迅速性・効率性を高めるとともに、

組織規程、業務分掌規程、権限規程および執行役員規程において、それぞれ

の責任者およびその責任、執行手続の詳細について定め、取締役の職務の執

行が効率的に行われることを確保している。

　 ⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・社長直轄の内部監査室を設置し、内部統制システムの構築を推進するととも

に、コンプライアンス体制の整備および維持を図るものとする。必要に応じ

て、規則・ガイドラインの策定、研修の実施を行うものとする。

・内部監査規程に基づき、ラインから独立した会社業務監視機関として内部監

査室を設け、内部監査室長を監査責任者とし、内部監査グループ長および同

グループ員が内部監査人として業務監査および会計監査を行い、社内統制機

能の強化を図るものとする。

・取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重

要な事実を発見した場合は直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく取締

役会において報告するものとする。

・社内においてコンプライアンス違反行為が行われようとしていることを発見

した場合に、所定の社内部署に通報する内部通報規程を制定しており、通報

者は匿名も可とし、また、当該者に対し不利益な扱いを行わない、通報内容

は秘守することなどを定め、活用を推進している。

・監査役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重

要な問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求

めることが出来るものとする。

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月23日 14時57分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40 20120314_01）



⑥ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

・関係会社の経営管理については、関係会社業務規程に従い、運営管理を行う

ものとし、必要に応じて個別の会議や報告会を開催する。また、内部監査を

実施し、その結果を関係会社の取締役および当社の取締役に報告する。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの

独立性に関する事項

・現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、監査役

の補助業務のため監査役のスタッフを置くこととし、その人選については、

取締役と監査役が意見交換を行うものとする。

⑧ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告

に関する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制

・取締役は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、

法令および社内規則に従い、直ちに監査役に報告する。前記に関わらず、監

査役はいつでも必要に応じて、取締役、執行役員および使用人に対して報告

を求めることが出来るものとする。

・監査役は、監査役監査基準および監査役会規程に基づき、取締役会の他、重

要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議に出

席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、

必要に応じて取締役、執行役員または使用人にその説明を求めることが出来

るものとする。

・監査役は、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツから会計監査

内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図ってい

くものとする。
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　 ⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

　 ・基本的な考え方

ア．当社は、反社会的勢力および団体に対しては毅然とした態度で臨み、一切

の関係を持たない。また、不当要求に対してはこれを拒絶するとともに、

いかなる理由があろうとも資金提供は絶対行わない。反社会的勢力および

団体による不当要求に備えて、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士

等の外部の専門機関と緊密な連携関係を構築する。

イ．当社は、取引相手が反社会的勢力および団体またはその関係者であると判

明した時点あるいはその疑いが生じた時点で、当該取引を即時中止する。

　 ・整備状況

ア．管理部総務グループを対応窓口とし、不当要求防止責任者を選任している。

イ．反社会的勢力および団体による不当要求への対応マニュアルを作成してい

る。

ウ．行動規範、就業規則およびコンプライアンス基本規程に、反社会的勢力お

よび団体排除に向けた基本的考え方を追加している。

　 ⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社および子会社は、財務報告の信頼性を確保し、金融商品取引法の定めに

従い、内部統制報告書の提出を有効かつ適切に行うため、内部監査規程に基

づき財務報告に係る内部統制監査を定期的に行っている。

　(6) 会社の支配に関する基本方針

　 特に定めておりません。

(注) 本事業報告の記載数字は表示単位未満を切り捨て、比率は表示単位未満を四

捨五入しております。

　 なお、持株比率のみは表示単位未満を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 2,867,178 流 動 負 債 4,473,513

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,068,937

1,161,473

574,299

65,578

△3,110

17,911,507

16,697,658

7,099,252

9,343,020

228,918

26,466

7,054

1,206,794

324,259

531,784

127,501

347,509

△124,259

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 923,642

短 期 借 入 金 2,292,904

１年内償還予定の社債 400,000

未 払 法 人 税 等 26,630

返 品 調 整 引 当 金 129,657

賞 与 引 当 金 31,201

そ の 他 669,478

固 定 負 債 11,875,626

社 債 100,000

長 期 借 入 金 5,762,776

リ ー ス 債 務 220,007

預 り 保 証 金 2,913,401

繰 延 税 金 負 債 8,455

再評価に係る繰延税金負債 2,575,563

退 職 給 付 に 係 る 負 債 238,996

資 産 除 去 債 務 56,427

負 債 合 計 16,349,140

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 △296,496

資 本 金 1,500,000

資 本 剰 余 金 503,375

利 益 剰 余 金 △2,292,882

自 己 株 式 △6,989

その他の包括利益累計額 4,726,042

その他有価証券評価差額金 6,203

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 34

土 地 再 評 価 差 額 金 4,628,242

為 替 換 算 調 整 勘 定 116,325

退職給付に係る調整累計額 △24,764

純 資 産 合 計 4,429,546

資 産 合 計 20,778,686 負 債 純 資 産 合 計 20,778,686
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 7,548,836

売 上 原 価 5,609,761

売 上 総 利 益 1,939,075

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,561,791

営 業 利 益 377,283

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11,959

受 取 配 当 金 4,886

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 7,467

そ の 他 11,545 35,858

営 業 外 費 用

支 払 利 息 290,539

そ の 他 44,698 335,237

経 常 利 益 77,905

特 別 損 失

減 損 損 失 13,677

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 64,227

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 40,207

法 人 税 等 調 整 額 △784 39,423

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 24,804

少 数 株 主 損 失 3,162

当 期 純 利 益 27,966
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,500,000 503,375 △2,321,156 △6,971 △324,752

当 期 変 動 額

当期純利益 27,966 27,966

自己株式の取得 △18 △18

土地再評価
差額金の取崩

307 307

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － 28,273 △18 28,255

当 期 末 残 高 1,500,000 503,375 △2,292,882 △6,989 △296,496

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 20,345 67 4,628,550 3,507 － 4,652,470 462,451 4,790,170

当 期 変 動 額

当期純利益 27,966

自己株式の取得 △18

土地再評価
差額金の取崩

307

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△14,141 △33 △307 112,818 △24,764 73,571 △462,451 △388,880

当期変動額合計 △14,141 △33 △307 112,818 △24,764 73,571 △462,451 △360,624

当 期 末 残 高 6,203 34 4,628,242 116,325 △24,764 4,726,042 － 4,429,546
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

　1. 連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社

① 連結子会社の数 ４社

② 連結子会社の名称 大東紡エステート㈱

㈱ロッキンガムペンタ

新潟大東紡㈱

上海大東紡織貿易有限公司

　従来、連結子会社であった寧波杉京服飾有限公司は、重要性の観点から、当連結会計年度末

より連結の範囲から除外しております。

　また、大東紡寝装㈱は、当連結会計年度において当社を存続会社とする吸収合併により解散

しております。

　 (2) 非連結子会社

　 非連結子会社はありません。

　2. 持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法を適用した関連会社の数 １社

　 会社等の名称 寧波杉京服飾有限公司

　 (2) 持分法を適用していない関連会社の状況

① 関連会社の名称 宝繊維工業㈱

② 持分法を適用しない理由 持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しております。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、上海大東紡織貿易有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類作成

に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、各決算日から連結決算日

までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　4. 会計処理基準に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

　 その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ たな卸資産 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
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　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　（リース資産を除く）

当社の営業用賃貸資産及び同関連資産（一部定率法）並び

に在外連結子会社は定額法、その他は定率法によっており

ます。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）について、全て定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～47年

　 ② リース資産

　 (イ)所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　 (ロ)所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 返品調整引当金 決算期末日以降予想される返品に備えるため、最終的な返

品を見積りその必要額を計上しております。

③ 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上して

おります。

　 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理しております。
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　 (5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は当該子会社の決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。

　 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　 繰延ヘッジ処理を採用しております。

　なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワッ

プについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 ヘ ッ ジ 対 象

金 利 ス ワ ッ プ 長 期 借 入 金

為 替 予 約 外 貨 建 債 務

　 ③ ヘッジ方針

　為替及び金利等相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コストの低減を目的に通貨及び金

利に係るデリバティブ取引を行っております。

　 ④ ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

　5. その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退

職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付

債務の額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、退職給付に係る会計基準変更時差異

の未処理額を退職給付に係る負債に計上いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付

に係る調整累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が238,996千円計上されております。

また、その他の包括利益累計額が24,764千円減少しております。

　なお、１株当たり情報に与える影響額は当該箇所に記載しております。

― 22 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月23日 14時57分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.40 20120314_01）



（連結貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産 現金及び預金 80,000千円

（預金）

建物及び構築物 7,075,686千円

土地 9,316,589千円

投資有価証券 159,508千円

　計 16,631,784千円

　 担保対応債務 短期借入金 2,259,580千円

１年内償還予定の社債 400,000千円

流動負債のその他 88,833千円

（１年内返還予定預り保証金）

社債 100,000千円

長期借入金 5,721,093千円

預り保証金 981,633千円

　計 9,551,139千円

　2. たな卸資産の内訳

　 商品及び製品 541,204千円

　 仕掛品 2,755千円

　 原材料及び貯蔵品 30,339千円

　 計 574,299千円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 6,160,065千円

　4. 関連会社に係る項目

投資有価証券（株式） 36,656千円

5. 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評

価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上して

おります。

　 再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するため

に国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額」に合理的な調整を行って算出しており

ます。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

6. 受取手形割引高 50,817千円
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（連結損益計算書に関する注記）

　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて13,677千円の減損損失を計

上しております。

用途 種類 金額 場所 内容

繊維・アパレル事業－

㈱ロッキンガムペンタ

の営業倉庫及び店舗造

作等

建物及び

構築物等
13,148千円

埼玉県

八潮市

他

建物及び構築物

有形固定資産その他

無形固定資産

投資その他の資産その他

7,246千円

3,781千円

1,951千円

170千円

当社の遊休資産 土地 528千円
三重県

志摩市
土地 528千円

　当社グループは、事業資産のうち、繊維・アパレル事業については主として管理会計上の個別の製

品・サービスのカテゴリーを、不動産事業については個々の物件単位を、それぞれグルーピング単位

としております。遊休資産については各不動産等をグルーピング単位としております。

　上記の資産のうち、㈱ロッキンガムペンタの営業倉庫及び店舗造作等は、主として紳士服製造コス

トの高止まりの影響により収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として計上しております。なお、回収可能価額は、将来キャッシュ・フローの黒字化が確

実なものとして見込めてはいないため、保守的に零と見積もっております。

　また、上記遊休資産は、将来の使用の見込みがないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上しております。なお、回収可能額は、固定資産税評価額を基に算出し

た価額により評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 30,000,000株

（金融商品に関する注記）

　1. 金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に係る取組方針

　当社グループは、資金運用については、安全性を重視し、市場リスクが低い短期の預金等に

限定し効率的な運用を行っております。また、資金調達については、主に銀行借入によってお

ります。なお、デリバティブ取引は、実需取引のヘッジを目的として行い、投機目的及び短期

的な売買損益を得る目的の取引は行わない方針としております。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、「信用限度管理規程」に従い、信用限度

運用基準を作成し、リスクを管理しております。

　投資有価証券は、主に国債及び取引上の関係を有する企業の株式であります。これらは発行

体の信用リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスク等に晒されておりますが、時価や

信用状況の把握を定期的に行うことで管理しております。

　破産更生債権等に係る信用リスクは、債権先ごとの信用状況を定期的に把握し管理しており

ます。

　支払手形及び買掛金は、仕入先及び外注委託先に対する債務であり、短期間で支払われま

す。

　社債は、運転資金の調達を目的として発行しております。

　借入金は、運転資金に係る短期の銀行借入金及び設備資金等に係る長期の銀行借入金であ

り、金利の変動リスクに晒されております。この金利の変動リスクに対しては、一部の長期借

入金に金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、三島地区商業施設の空調設備投資資金に係

るものであります。

　 預り保証金は、不動産事業における賃貸不動産に係る預り保証金であります。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とし

た為替予約取引、借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引であります。為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は金利の変

動によるリスクを有しております。なお、デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い

国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しておりま

す。これらの変動リスクは、時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
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　2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりませ

ん。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 1,068,937千円 1,068,937千円 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,161,473千円

貸倒引当金 △2,950千円

1,158,523千円 1,158,523千円 －

(3) 投資有価証券

① 満期保有目的の債券 9,974千円 9,991千円 16千円

② その他有価証券 180,724千円 180,724千円 －

(4) 破産更生債権等 127,501千円

貸倒引当金 △124,259千円

3,241千円 3,241千円 －

資 産 計 2,421,401千円 2,421,418千円 16千円

(1) 支払手形及び買掛金 923,642千円 923,642千円 －

(2) 短期借入金
(１年以内に返済予定の長期借入
金を除く)

540,000千円 540,000千円 －

(3) 未払法人税等 26,630千円 26,630千円 －

(4) 社債
(１年以内に償還予定の社債を含
む)

500,000千円 500,663千円 663千円

(5) 長期借入金
(１年以内に返済予定の長期借入
金を含む)

7,515,680千円 7,600,641千円 84,961千円

(6) リース債務
(１年以内に返済予定のリース債
務を含む)

244,595千円 204,769千円 △39,825千円

(7) 預り保証金
(１年以内に返還予定の預り保証
金を含む)

3,009,254千円 2,921,106千円 △88,148千円

負 債 計 12,759,802千円 12,717,454千円 △42,348千円

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 ( ＊ ) 53千円 53千円 －
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(＊)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と
なる項目については（ ）で示しております。

　(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　 資産
　 (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

　 (3) 投資有価証券
　 これらの時価については、株式、債券ともに取引所の価格によっております。
　 (4) 破産更生債権等

　破産更生債権等の時価については、連結決算日における貸借対照表価額から現
在の貸倒見積高を控除した金額に近似していることから、当該価額によっており
ます。

　 負債
　 (1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

　 (4) 社債
社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
　 (5) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、金利
スワップ取引の特例処理の対象とされる長期借入金の元利金の合計額は、当該金
利スワップ取引と一体として算定しております。

　 (6) リース債務
　リース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行
った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　 (7) 預り保証金
　預り保証金の時価については、預り保証金の返還期間及び信用リスクを加味し
た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　 デリバティブ取引
　為替予約の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。
金利スワップ取引は、すべて特例処理によるものであり、ヘッジ対象とされている長
期借入金と一体として処理しているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め
て記載しております（上記負債(5)参照）。

　 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 133,559千円

関係会社出資金 531,784千円

　これらについては、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、「2. 金融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）

　1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　 当社グループは、静岡県三島地区の商業施設等の賃貸等不動産を有しております。

　2. 賃貸等不動産の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額 時価

16,497,490千円 19,038,466千円

　(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動

産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基
づいて自社で算定した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 147円98銭

2. １株当たり当期純利益 0円93銭

　（注） （会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度末より退職給付会計基準等を適用し、
退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。
この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産が、０円83銭減少しております。

　記載金額は、「１株当たり情報に関する注記」を除き表示単位未満の端数を切り捨てております。
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貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 2,198,652 流 動 負 債 4,001,693

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関係会社株式・出資金

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

537,303

54,268

1,179,603

401,585

29,001

△3,110

18,081,281

16,793,966

7,086,325

9,447,123

233,194

27,321

6,402

1,280,912

269,390

503,643

1,786,655

83,354

337,481

△1,699,612

支 払 手 形 432,435

買 掛 金 450,603

短 期 借 入 金 2,292,904

１年内償還予定の社債 400,000

未 払 法 人 税 等 24,643

賞 与 引 当 金 21,930

そ の 他 379,176

固 定 負 債 11,829,620

社 債 100,000

長 期 借 入 金 5,762,776

リ ー ス 債 務 220,007

預 り 保 証 金 2,773,429

繰 延 税 金 負 債 7,405

再評価に係る繰延税金負債 2,575,563

退 職 給 付 引 当 金 201,598

関係会社支援損失引当金 145,500

資 産 除 去 債 務 43,340

負 債 合 計 15,831,313

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 △184,574

資 本 金 1,500,000

資 本 剰 余 金 503,375

資 本 準 備 金 503,270

そ の 他 資 本 剰 余 金 104

利 益 剰 余 金 △2,180,960

利 益 準 備 金 375,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 △2,555,960

繰 越 利 益 剰 余 金 △2,555,960

自 己 株 式 △6,989

評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,633,194

その他有価証券評価差額金 4,916

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 34

土 地 再 評 価 差 額 金 4,628,242

純 資 産 合 計 4,448,619

資 産 合 計 20,279,933 負 債 純 資 産 合 計 20,279,933
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損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,450,019

売 上 原 価 3,284,595

売 上 総 利 益 1,165,423

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 781,129

営 業 利 益 384,294

営 業 外 収 益

受 取 利 息 18,696

受 取 配 当 金 4,886

そ の 他 5,306 28,889

営 業 外 費 用

支 払 利 息 289,760

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 45,289

そ の 他 34,614 369,664

経 常 利 益 43,520

特 別 損 失

減 損 損 失 528

税 引 前 当 期 純 利 益 42,991

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 29,816

法 人 税 等 調 整 額 △732 29,084

当 期 純 利 益 13,907
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,500,000 503,270 104 503,375 375,000△2,570,174△2,195,174 △6,971 △198,770

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 13,907 13,907 13,907

自己株式の取得 △18 △18

土地再評価差額金の取崩 307 307 307

株主資本以外の
項 目 の 当 期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － － 14,214 14,214 △18 14,196

当 期 末 残 高 1,500,000 503,270 104 503,375 375,000△2,555,960△2,180,960 △6,989 △184,574

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 10,391 67 4,628,550 4,639,009 4,440,239

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 13,907

自己株式の取得 △18

土地再評価差額金の取崩 307

株主資本以外の
項 目 の 当 期
変動額(純額)

△5,475 △33 △307 △5,815 △5,815

当期変動額合計 △5,475 △33 △307 △5,815 8,380

当 期 末 残 高 4,916 34 4,628,242 4,633,194 4,448,619
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　1. 資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　 その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ 時価法

(3) たな卸資産 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

　2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　（リース資産を除く）

営業用賃貸資産及び同関連資産は主として定額法ですが、

一部定率法によっております。その他の有形固定資産につ

いては定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）について、全て定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～47年

(2) 無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

　 (3) リース資産

　 ① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　 ② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上して

おります。
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(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務見込額に基づき計上しております。

なお、退職給付債務の算定は簡便法によっております。

会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理して

おります。

(4) 関係会社支援損失引当金 債務超過関係会社への支援に係る損失に備えるため、当該

会社の財政状態等を勘案し、債務超過額に対応する当社負

担見込額のうち、当該会社への投融資額を超える額を計上

しております。なお、当事業年度末における関係会社支援

損失引当金は、新潟大東紡㈱に係るものであります。

　4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

　5. ヘッジ会計の方法

　 (1) ヘッジ会計の方法

　 繰延ヘッジ処理を採用しております。

　なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップ

については特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 ヘ ッ ジ 対 象

金 利 ス ワ ッ プ 長 期 借 入 金

為 替 予 約 外 貨 建 債 務

　 (3) ヘッジ方針

　為替及び金利等相場変動に伴うリスクの軽減、資金調達コストの低減を目的に通貨及び金利

に係るデリバティブ取引を行っております。

　 (4) ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただ

し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

　6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 (1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る会計基準変更時差異の未処理額の会計処理方法は、連結計算書類におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。

　 (2) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産 現金及び預金 80,000千円

（預金）

建物及び構築物 7,060,306千円

土地 9,420,692千円

投資有価証券 159,508千円

　計 16,720,508千円

　 担保対応債務 短期借入金 2,259,580千円

１年内償還予定の社債 400,000千円

流動負債のその他 88,833千円

（１年内返還予定の預り保証金）

社債 100,000千円

長期借入金 5,721,093千円

預り保証金 981,633千円

　計 9,551,139千円

　2. たな卸資産の内訳

　 商品 401,585千円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 6,212,274千円

　4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 588,084千円

長期金銭債権 1,786,655千円

短期金銭債務 185,346千円

長期金銭債務 1,738,419千円
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5. 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評

価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上して

おります。

　 再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するため

に国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額」に合理的な調整を行って算出しており

ます。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

6. 受取手形割引高 47,817千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高 営業取引による取引高

　売上高 2,006,712千円

　仕入高 69,416千円

営業取引以外の取引による取引高 24,606千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 65,612株
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（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　流動の部

　繰延税金資産

たな卸資産評価損 16,859千円

賞与引当金 7,815千円

その他 3,702千円

繰延税金資産小計 28,378千円

評価性引当額 △28,378千円

繰延税金資産合計 －千円

　繰延税金負債

　繰延ヘッジ損益 19千円

　繰延税金負債合計 19千円

繰延税金負債の純額 19千円

　固定の部

　繰延税金資産

関係会社株式評価損 3,563千円

減損損失 47,763千円

貸倒引当金 603,119千円

退職給付引当金 71,847千円

関係会社支援損失引当金 51,854千円

繰越欠損金 398,329千円

その他 15,481千円

繰延税金資産小計 1,191,960千円

評価性引当額 △1,191,960千円

繰延税金資産合計 －千円

　繰延税金負債

　有形固定資産（資産除去費用） 4,683千円

　その他有価証券評価差額金 2,722千円

　繰延税金負債合計 7,405千円

繰延税金負債の純額 7,405千円

　再評価に係る繰延税金負債

土地再評価差額金 2,575,563千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

　子会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社
㈱ロッキンガ
ムペンタ

所有
直接100％

製品の販売
役員の兼任
資金の援助
設備の賃貸

製品の販売
(注２)

668,915
受取手形

売掛金

2,010

348,644

資金の貸付
(注１)

330,000

長期貸付金
(注３) 1,750,500

利息の受取
(注１)

10,566

子会社
大東紡エステ
ート㈱

所有
直接100％

役員の兼任
設備の賃貸

設備の賃貸
(注２)

1,241,235

売掛金 15,945

その他流動負債
(１年内返還予
定預り保証金)

150,516

預り保証金 1,738,419

子会社 新潟大東紡㈱
所有

直接100％
製品の販売
資金の援助

製品の販売
(注２)

28,340

受取手形

売掛金
(注４)

10

219,101

　(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 1. 資金の貸付については、当該子会社の財政状態を勘案して金利を決定しております。
　 2. 価格その他の取引条件は、価格交渉の上、一般的条件と同様に決定しております。

3. ㈱ロッキンガムペンタについては、長期貸付金等の債権合計額に対し、貸倒引当金
1,575,500千円（当事業年度における貸倒引当金繰入額58,800千円）を計上しております。

4. 新潟大東紡㈱については、売掛金等の債権合計額に対し、貸倒引当金44,000千円を計上して
おります。また同社に対し、関係会社支援損失引当金145,500千円を計上しております。な
お、当事業年度における貸倒引当金繰入額及び関係会社支援損失引当金繰入額はありませ
ん。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 148円61銭

2. １株当たり当期純利益 0円46銭

　記載金額は、「１株当たり情報に関する注記」を除き表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月９日

大東紡織株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 奈 尾 光 浩 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 島 達 弥 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大東紡織株式会社の平成25

年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作

成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連

結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

― 38 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月23日 14時57分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.40 20120314_01）



監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による

連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監

査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監

査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監

査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、大東紡織株式会社及び連結子会社からなる企業集

団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

　

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月９日

大東紡織株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 奈 尾 光 浩 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 島 達 弥 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大東紡織株式会社の

平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第194期事業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他

の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。

― 40 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月23日 14時57分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.40 20120314_01）



監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠

を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正

又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基

づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な

表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書

に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第194期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情

報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議

に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務および

財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務

の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の

業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項およ

び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視および検証いたしまし

た。子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基

づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書について検討いたしま

した。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂

行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲

げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上

の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書および

株主資本等変動計算書）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書および連結株主資本等変動計算書）について検討いたし

ました。
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2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当である

と認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当である

と認めます。

平成26年５月13日

大 東 紡 織 株 式 会 社 監 査 役 会

常勤監査役 加久間 雄 二 ㊞

監 査 役 小 田 一 穂 ㊞

監 査 役 飯 沼 春 樹 ㊞

(注) 監査役小田一穂および飯沼春樹は、会社法第２条第16号および第335条第３

項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議 案 取締役５名選任の件

　現任取締役５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

１
国　広　伸　夫
くに ひろ のぶ お

(昭和27年４月４日生)

昭和51年４月 三井信託銀行株式会社（現三井住友

信託銀行株式会社）入社

50,000株

平成12年７月 中央三井信託銀行株式会社（現三井

住友信託銀行株式会社）

日本橋法人営業部長

平成14年３月 三井アセット信託銀行株式会社（現

三井住友信託銀行株式会社）

証券営業部長

平成14年５月 中央三井信託銀行株式会社（現三井

住友信託銀行株式会社）

京都支店長

平成16年11月 中央三井ファイナンスサービス株式

会社代表取締役社長

平成21年８月 株式会社デベロッパー三信

常務取締役

平成22年５月 当社顧問

平成22年６月 当社取締役社長

平成24年４月 当社取締役社長不動産本部長

平成25年３月 当社取締役社長

（現在に至る）

（重要な兼職の状況）

　上海大東紡織貿易有限公司董事長

　寧波杉京服飾有限公司董事長
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

２ 野　村　利　泰
の むら とし やす

(昭和27年２月27日生)

昭和49年３月

平成14年４月

平成16年４月

平成17年５月

平成19年５月

平成23年10月

平成24年６月

平成25年６月

平成26年２月

当社入社

当社機能繊維事業部長

当社繊維事業本部副本部長

新潟大東紡株式会社取締役社長

大東紡寝装株式会社取締役社長

当社営業本部機能繊維営業部長

当社取締役営業本部機能繊維営業部長

当社取締役副社長

当社取締役副社長

ヘルスケア事業本部長

（現在に至る）

12,000株

３
山　内　一　裕
やま うち かず ひろ

(昭和32年１月５日生)

昭和54年４月 三井信託銀行株式会社（現三井住友

信託銀行株式会社）入社

21,000株

平成14年２月 中央三井信託銀行株式会社（現三井

住友信託銀行株式会社）

人事企画部長

平成16年１月 同社大阪支店営業第二部長

平成19年１月 同社新宿西口支店長

平成21年６月 当社顧問

平成21年６月 当社取締役経営企画部長

平成22年８月 当社常務取締役経営管理本部長兼

経営企画部長

平成23年６月 当社常務取締役経営管理本部長兼

経営企画部長 内部統制担当

平成24年６月 当社専務取締役経営管理本部長兼

不動産本部副本部長 内部統制担当

平成25年３月

平成25年６月

平成25年７月

当社専務取締役経営管理本部長兼

人事部長 内部統制担当

当社専務取締役経営管理本部長兼

人事部長 経営戦略担当・内部統制

担当

当社取締役専務執行役員経営管理本

部長兼人事部長 経営戦略担当・内

部統制担当
（現在に至る）
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

４
市　村　明　彦
いち むら あき ひこ

(昭和29年４月15日生)

昭和52年４月

平成10年４月

平成12年４月

平成15年４月

平成20年４月

平成22年６月

平成22年８月

平成23年５月

平成24年６月

平成25年４月

平成25年６月

平成25年７月

平成26年２月

株式会社ワールド入社

同社事業本部業務改革プロジェクト

総括責任者（部長）

同社執行役員第一世代ブランド事業

部総括責任者（部長）

有限会社スクエアー・アイ

代表取締役（現任）

当社繊維事業部長

当社取締役繊維事業部長

当社取締役営業本部長兼

ＯＤＭ営業部長兼機能繊維営業部長

当社取締役営業本部長兼

機能繊維営業部長

当社取締役営業本部長

当社取締役営業本部長兼貿易部長

当社取締役営業本部長兼

機能繊維営業部長

当社取締役上席執行役員営業本部長

兼機能繊維営業部長

当社取締役上席執行役員アパレル

ファッション・ユニフォーム事業

本部長兼機能繊維営業部長

（現在に至る）

19,000株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

５
小
こ まつ しげる

松 茂

（昭和29年11月12日生）

昭和52年４月

平成元年８月

平成９年８月

平成20年11月

平成22年８月

平成23年５月

平成24年２月

平成25年６月

平成25年７月

平成26年２月

株式会社一珠入社

株式会社セントルイス入社

取締役統括営業本部長

株式会社コスモエイ入社

常務取締役営業本部長

当社繊維事業部第２グループ長

当社営業本部ＯＤＭ営業部布帛グル

ープ長

当社営業本部ＯＤＭ営業部長兼

布帛第１グループ長

当社営業本部ＯＤＭ営業部長

当社取締役営業本部ＯＤＭ営業部長

当社取締役執行役員営業本部ＯＤＭ

営業部長

当社取締役執行役員アパレルファッ

ション・ユニフォーム事業本部

ＯＤＭ営業部長

（現在に至る）

6,000株

(注) 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

以 上
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いた

だきますよう、お願い申し上げます。

１．議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイ

トをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス http://www.web54.net

２．議決権行使のお取扱いについて

(1)インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に表

示された「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用になり、画面の案

内に従って賛否をご入力ください。

(2)議決権の行使期限は、平成26年６月24日（火曜日）午後５時までとなっておりま

すので、お早めの行使をお願いいたします。

(3)複数回議決権を行使された場合、当社に一番最後に到着した行使を有効な議決権

行使としてお取扱いいたします。なお、インターネットによる議決権行使と議決

権行使書面が同日に到着した場合は、インターネットによるものを有効な議決権

行使としてお取扱いいたします。

(4)議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者の料

金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

３．パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて

(1)パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要

な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

(2)パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発

行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

(3)議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効で

す。
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４．システムに係わる条件について

インターネットにより議決権行使される場合は、お使いのシステムについて以下の

点をご確認ください。

(1)画面の解像度が 横800×縦600ドット（SVGA）以上であること。

(2)次のアプリケーションをインストールしていること。

ア．ウェブブラウザとして Ver.5.01 SP2 以降の Microsoft® Internet Explorer

イ．PDFファイルブラウザとして Ver.4.0 以降のAdobe® Acrobat® Reader®また

は、Ver.6.0以降のAdobe® Reader®

※ Internet Explorer は 米 国 Microsoft Corporation の、Adobe® Acrobat®

Reader®およびAdobe® Reader®は米国Adobe Systems Incorporatedの、米国

および各国での登録商標、商標および製品名です。

※ これらのソフトウェアは、いずれも各社のホームページより無償で配布され

ています。

(3)ウェブブラウザおよび同アドインツール等で“ポップアップブロック”機能を有

効とされている場合、同機能を解除（または一時解除）するとともに、プライバ

シーに関する設定において、当サイトでの“Cookie”使用を許可するようにして

ください。

(4)上記サイトに接続できない場合、ファイアウォール・プロキシーサーバおよびセ

キュリティ対策ソフト等の設定により、インターネットとの通信が制限されてい

る場合が考えられますので、その設定内容をご確認ください。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

(1)本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記

にお問い合わせください。

　 三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

　 ［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00）

(2)その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

ア．証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてお問い合わせく

ださい。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行 証券代行事務センター

　 ［電話］ 0120（782）031 （受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）

以 上
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〈メ モ 欄〉
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人形町

茅場町

蛎殻町 水天宮

水天宮

都営浅草線
人形町駅

日本橋小学校
（避難場所）

至
秋
葉
原

永
代
通
り

水
天
宮
通
り

至
深
川

日比谷線
人形町駅

新大橋通り

東西線
茅場町駅

至築地

半蔵門線
水天宮前駅

至新大橋

東京シティエアターミナル首都高速道路

首
都
高
速
道
路

公会堂入口

日本橋
区民センター

甘酒横町

株主総会会場 ご案内図

中 央 区 立 日 本 橋 公 会 堂 ４階ホール

住 所 〒103－8360 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目31番１号

　◆交 通 地下鉄 半蔵門線「水天宮前」駅 ６番出口から徒歩２分

　 日比谷線「人 形 町」駅 Ａ２出口から徒歩５分

　 東 西 線「茅 場 町」駅 ４-a出口から徒歩10分

　 浅 草 線「人 形 町」駅 Ａ３出口から徒歩７分

　 ☆駐車場はございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。
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